
1. プロジェクト（PJ）の概要

0資金提供元························ 国立研究開発法人 日本医療研究開発機構（AMED）
0研究期間···························· 令和3年（2021年）7月から令和8年（2026年）3月
0PJのステージ··················· 研究開発ステージ
0PJの構成··························· 大学：6、公的研究機関：2、民間企業：26、その他：3（2025年12月現在）
0プロジェクトリーダー····· 大政 健史
0所属・役職·························· 大阪大学大学院工学研究科長・教授

⃝事業の方向性・概要
　国産の次世代抗体医薬品の創出及び製造技術開発並びに普及を加速させるためには、新規の次世代抗体
分子創製技術、分子構造最適化技術及び製造技術といった要素技術開発と高度な摺り合わせによるこれら
の統合技術の開発が重要である。AMEDの「国際競争力のある次世代抗体医薬品製造技術開発」事業に
おいては、
①�次世代抗体医薬品（低分子抗体等。但し、製品の製造過程にバイオ製造技術を含むものに限る。）の製

造技術の開発、
②�次世代抗体医薬品の製造技術の実用化に向けた物性・安定性・有効性・品質評価及び管理手法の開発、
③�生産細胞の性能向上・培養装置等の周辺技術の向上及び細胞構築等の製造プロセス開発の迅速化、
④�低コスト・少量多品種生産に適した製造技術並びにこれらを実現するために必要とされるシミュレー

ション技術、統合・パッケージ化技術
等の開発等を以下の研究開発項目にて行う。
　当該「国際競争力のある次世代抗体医薬品製造技術開発」事業（以下、「PD事業」という。）に於いて、
次世代バイオ医薬品製造技術研究組合（MAB）がAMEDとの委託研究契約書を締結して参画する研究開
発項目課題は以下の1－2，1－3，2，3，4（以下、「本プロジェクト」という。）で、それ以外は関連
する研究開発項目（以下、「関連事業」という。）となる。
　MABが参画している課題では、前プロジェクト成果である日本オリジナルのCHO-MK細胞を用いた
製造実証試験を1－3及び3にて実施し、それらの知見・データ等成果有体物をその他の課題で活用した
技術開発を目指す。

事 例 7
研究開発プロジェクト名 ⃝ 高性能国産細胞株を用いた 

バイオロジクス製造プラットフォーム構築
に関する研究開発

研究開発機関等 ⃝次世代バイオ医薬品製造技術研究組合
知財戦略プロデューサー ⃝ 奥田 飛功
支援スキーム・支援期間 ⃝ iNatスキーム③ 2024年4月～ 2025年3月

iNatスキーム①　2025年4月～ 2026年3月 奥田 飛功
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7
⃝事業の研究開発項目
　課題1．次世代抗体医薬品の製造基盤技術開発
　　　　　

▲

研究開発課題名：
　　　　　　1－1　次世代治療薬を目指したVHHナノ抗体薬に関する研究開発
　　　　　　1－2　�高機能な次世代抗体を ‘迅速に’ 創出・生産する「ロボティクス×デジタル」を基盤

とした革新技術開発
　　　　　　1－3　�次世代抗体医薬品の開発を加速するRI標識に関する基盤技術開発とRI標識抗体医薬

の実用化研究
　課題2．次世代抗体医薬品の実用化に向けた物性・品質評価及び管理手法に関する技術的研究
　　　　　

▲ �

研究開発課題名：次世代抗体医薬品の実用化に向けた品質評価及び管理手法に関する技術的
研究

　課題3．国産高機能抗体産生細胞株の社会実装に向けた技術開発
　　　　　

▲ �

研究開発課題名：高性能国産細胞株を用いたバイオロジクス製造プラットフォーム構築に関
する研究開発

　課題4．バイオ医薬品製造プロセスの先端的シミュレーション技術の開発
　　　　　

▲

研究開発課題名：バイオ医薬製造プロセスの開発・制御のためのデジタルプラットフォーム
　課題5．革新的な次世代抗体医薬品製造技術の開発

2. PJにおける知財戦略プロデューサー（知財PD）派遣前の知的財産に関する状況

　知財PD派遣前には、MAB内の知的財産部、知財管理部が、MABの組合員から研究開発の成果として
提出された発明届、出願届及び研究成果公表伺を処理し、知財管理を行っていた。

3. PJから創出される研究開発成果の社会実装に向けた構想・事業化のシナリオ等

　本プロジェクトの次世代抗体医薬品等の研究開発及び製造技術開発を通じて、次世代抗体医薬品を含め
た、国際競争力のある国産のバイオ医薬品の創出及び製造技術プラットフォームの幅広い実用化を目指す。
　特に、図1、図2のスケジュールにてMABの保有する国産生産細胞（CHO-MK）を用いて、MAB認
定事業者等でのセルバンク作製とCDMO業を実施しているMAB組合員のGMP製造設備を活用した治
験薬の試験製造を行い、製造における課題の明確化と改善、得たデータの他課題での活用による本プロジェ
クトの加速化、最終的には事業化が期待される。
－高性能国産細胞（CHO-MK細胞）の開発：～ 2020年まで〈前プロジェクトにて完了〉
－CHO-MK細胞による抗体医薬品の国内製造拠点整備開発：2021 ～ 2023年まで
－CHO-MK細胞を用いた製造プラットフォーム技術拡充：2021 ～ 2025年まで
－国産抗体医薬品シーズの製造実証研究：2021 ～ 2025年まで
－CHO-MK細胞を用いたCDMO事業：2025年～
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図 1　本プロジェクトのスケジュール

図 2　本プロジェクトの詳細スケジュール
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74. 支援実績の内容・頻度・成果の概要、支援活動の総括

⃝支援活動の総括・概要
1．�2025年度は、PD事業の最終年度にあたり支援希望項目の内、プロジェクト終了前に知財管理委員会

において、プロジェクト終了後の知財の利活用を促進するために必要な手続、方法、諸条件等の運用
に関する協議及びAMEDとの間の連絡調整を行うための自主管理、関係者間の協議方法等に関連す
る業務が主となった。具体的には、①知財協約の改定案の作成、②知財管理体制の改定案の作成、③
プロジェクト知財の整理、④国産細胞株に関する知財（ノウハウ）の譲渡に際しての条件を整理した。

2．�ルール等の実運用においては、知財協約に基づいて毎月届け出される研究成果外部公表伺いや発明届
の内容の検討を行った。

3．�シナリオ検証のためのSWOT分析においては、コンサルティング会社に依頼して実施した「抗体医
薬等のバイオ医薬品製造技術の高度化調査」の報告資料の内容を検討し、概要をまとめ、その結果を
基にSWOT分析の内容をアップデートした。

4．�MAB組合員及び職員を対象に、INPIT作成にかかわる知財セミナー資料を用いグループワーキング形
式で知財啓発活動を行った。

⃝アピールしたい成果
1．�本プロジェクト終了後の改定知財協約及び知財管理体制の改定案の作成については、滞りなくMAB

の組合員及びAMED経由でプロジェクト参加研究開発機関の合意が得られたこと。
2．�本プロジェクトの最大の成果としての国産細胞株（CHO-MK細胞等）の社会実装を促進するため、

事業の引継先企業に対する当該細胞とその知財（ノウハウ）の譲渡条件・留意事項についてまとめた
こと。

⃝総合的な目標達成度に関する自己評価
1．�期初策定した支援計画に照らし、所期の目的は達成した。
2．�集中研データ等のMAB組合員への提供については、事務局（プロジェクト側）の準備が間に合わず

現時点では支援に至っていない。

5. 知財PDの主な支援活動内容

　図3に示す知財戦略PDの支援活動項目のうち、本プロジェクトにおいて支援した項目（黄色マーク）
について以下に説明する。
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図 3　知財 PDの主な支援活動内容

1．プロジェクト終了後の管理・運用・活用方針の策定（図4参照）
（1）�2025年度末の本プロジェクトの終了を見据え、プロジェクト知財の有効活用を図るため、バックグ

ラウンド知財も含め知財ポートフォーリオの整理を行った。（図5参照）
（2）�PD事業の知財協約及び知財管理委員会体制の改定案を作成し、MAB関係者の確認を得て、AMED

経由でPD事業参加研究開発機関から承認を得た。
（3）�（2）の改定知財協約及び知財管理体制の改定について、PD事業参加研究開発機関に展開した。
（4）�プロジェクト知財、とりわけPD事業の成果としての国産細胞株に関するノウハウ（約40件）につ

いて、PD事業終了後において次世代抗体製造に利活用してもらうためMAB組合員への譲渡を行う
に際し、譲渡の際のガイドライン及び譲渡契約の際の留意事項についてまとめ事務局に提出した。
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図 4　 PJ（MABⅢ）終了後の知財管理決定までのプロセス

図 5　主な出願状況

2．ルール等の実運用
　参加研究開発機関による研究開発成果に関して、PD事業知財協約及びMABの知財取扱い規約に基づ
いて、外部（学会、論文）発表内容の検討、出願手続等の支援及び知財委員会運営の支援を行った。　
2025年度の実績（2025/4 ～ 11）：45件（研究成果外部公表）

3．シナリオ検証のためのSWOT分析
　コンサルティング会社に依頼して実施した「抗体医薬等のバイオ医薬品製造技術の高度化調査」の報告
資料を検討・分析し、昨年度作成したSWOT分析をアップデートした（図6及び図7参照）。
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図 6　 SWOT分析の結果（抜粋）

図 7　 SWOT分析から導き出した知財戦略

4．知財啓発
　MABの組合員及び職員を対象に、INPITの知財セミナーの資料「強い経営・次の一手」（図8参照）を
使用し、グループワーキングを開催した（2回）。
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図 8　知財セミナーの資料（抜粋）

6. PJ終了後の社会実装に向けた構想・事業化シナリオ等の実現に向けた準備状況

⃝知財活用に関する規程・組織の整備状況
　本プロジェクトの終了後を視座に、知財協約の改定及び知財管理体制の変更を行った。

⃝社会実装に向けた構想・事業化シナリオ等の実現に向けた取組状況
1．�本プロジェクト期間中に創製された特許については、有効活用を図るために、知財ポートフォーリオ

の整理を実施
2．�国産細胞株に関する知財（ノウハウ）については、次世代抗体製造に利活用してもらうために、譲渡

の際のガイドライン及び譲渡契約の際の留意事項を作成

7. 今後の課題、活動方針、PJ終了時までの目標

1．�本プロジェクトは、2026年3月末で終了しその後の承継プロジェクトの予定もないが、バイオ医薬
品製造技術の研究開発を国プロとして、MABが中心となりオールジャパンで約8年間継続して上流
の国産細胞株の開発から連続培養、精製及び品質管理まで一貫して行い一定の成果を創出した。
�とりわけ、国産細胞株としてのCHO-MK細胞は、その高機能・増殖性から今後の抗体生産に利活用
され、広く普及させることが望まれる。

⃝今後の課題
1．�AMEDの次世代治療・診断実現のための創薬基盤技術開発事業の下、MABが中心となって展開され

た各抗体プロジェクトの成果としての知財が、今後の日本における抗体生産に利活用されること。（知
財協約により、知財関連事項はプロジェクト終了後もその対象事項が全て消滅するまで有効）

2．国産細胞株に関する知財（ノウハウ）を承継した事業者が、当該細胞の社会実装を加速させること。
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8. PJリーダーの評価及び見解

大政 健史プロジェクトリーダー

1．PJリーダーによる、知財PDの支援活動及びPJ内の知的財産の取組・実績の評価

　本プロジェクトの最終年度にあたり、通常の研究成果のルールに則った処理や契約締結の
支援に加えて、昨年度末に実施した次世代バイオ医薬品製造技術に関するAMED・MAB調
査の結果に基づき、今後の研究開発課題抽出に際して助言等をいただいた。また、今現在も
本プロジェクト終了後の知財の取扱などに都度助言をいただき、プロジェクト成果の社会実
装の推進に寄与いただいている。
　また、MAB組合内の知財管理体制はプロジェクト終了に伴い縮小しつつあるなかで、契
約締結など実務的な通常業務に対しても適宜ご支援をいただいている。

2．「今後の課題、活動指針、PJ終了時までの目標」に対するPJリーダーの見解

　今後は、各研究機関の研究開発における深化や社会実装化、複数の研究機関で達成された
要素技術の統合、プラットフォーム化が求められる。
　そのなかで本プロジェクト終了後のプロジェクト成果の社会実装を見据えた知財に関する
助言をお願いするとともに、プロジェクト終了に伴い発生する種々の契約関係業務について
助言や契約書策定支援など様々な援助をお願いしたい。

114 知財戦略プロデューサー支援事例集　2025年度
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1. プロジェクト（PJ）の概要

0資金提供元························ 国立研究開発法人 科学技術振興機構（JST）
0研究期間···························· 平成29年（2017年）11月から令和9年（2027年）3月
0PJのステージ··················· 社会実装ステージ
0PJの構成··························· 大学　3、公的研究機関　4（2025年12月現在）
0プロジェクトリーダー····· 佐野 雄二
0所属・役職·························· 分子科学研究所社会連携研究部門　プログラムマネージャー

　粒子加速器は学術、産業、医療等幅広い分野で利用されているが、装置の巨大さと高額な建設費が、学
術界・産業界における利用普及を妨げる大きな一因なっている。本課題では、従来の加速技術と比べて加
速電場が数桁高いレーザープラズマ加速技術を開発・実用化することにより、粒子加速器の大幅な小型化
と低価格化を達成し、科学技術創造立国の基盤技術として、さまざまな分野での社会実装を目標としてい
る。
　過去には、文部科学省イノベーションシステム事業の先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログ
ラム「光医療産業バレー」拠点創出プロジェクト（2007年度～ 2010年度、総額約69億円）、JST戦略
的創造推進事業（CREST）「光制御極短シングル電子パルスによる原子スケール動的イメージング」（2009
～ 2014年度、総額約5億円）、および内閣府　革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）「ユビキタス・
パワーレーザーによる安全・安心・長寿社会の実現」（2014 ～ 2018年度、総額約35.3億円）が実施さ
れた。
　これらの成果を受け、未来社会創造事業　大規模プロジェクト型「レーザー駆動による量子ビーム加速
器の開発と実証」が2017年度に10年事業として開始された。
　レーザープラズマ電子加速技術開発では、小型の放射光発生装置やX線自由電子レーザー（XFEL）装
置の実現、加速電子ビームの医療応用を目標として、X線自由電子レーザーの発生に必要な電子ビームの
発生・加速シミュレーションにて、要素技術の検証を行うとともに入射器の高度化と応用技術開発を実施
する。また、レーザープラズマイオン加速技術開発では、既存の病院に導入可能な重粒子線がん治療装置
の実現を目標に掲げ、重粒子イオン入射器の実証を行うことにより、社会実装に繋げることを目標として
いる。さらに、粒子加速用に開発する高安定・高出力小型レーザーの他分野への展開をはかり、新たな応
用市場へのハイパワーレーザー製品の投入など、日本の加速器・レーザー産業の拡大発展に貢献すること
を目指している。
　以下に目的、研究概要の詳細を記す。

事 例 8
研究開発プロジェクト名 ⃝ レーザー駆動による量子ビーム加速器の 

開発と実証
研究開発機関等 ⃝大学共同利用機関法人 自然科学研究機構 

分子科学研究所
知財戦略プロデューサー ⃝ 田村 彰良
支援スキーム・支援期間 ⃝ iNatスキーム①　2024年4月～ 2026年3月 田村 彰良
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⃝目的：
　レーザープラズマ加速技術によって粒子加速器の大幅な小型化を達成し、新材料や新薬の開発、粒子線
がん治療への応用など、社会実装を通して工学、化学、医学など幅広い分野に貢献し、科学技術創造立国
としての基盤を提供する。

⃝研究概要：
　粒子加速器は学術、産業、医療など幅広い分野で利用されているが、装置の巨大さと高額な建設費が普
及を妨げている。本課題では、従来の加速技術と比べて加速勾配が数桁高いレーザープラズマ加速技術に
より、粒子加速器の大幅な小型・低価格化を実現し、以下のような社会実装を推進する。

▲ �

小型電子加速器の開発により放射光やFEL利用の利便性を高め、基礎から応用までの幅広い研究および
新材料や新薬の開発等の産業利用における強力な基盤装置としての活用を図る

▲ �

小型イオン加速器の開発により粒子線がん治療器等の医療用加速器の導入・運用コストを低減し、既存
病院への導入を図ることにより、健康寿命の延伸と医療費の削減に貢献する

▲ �

粒子加速用の高安定・高出力・小型レーザーの実用化により国産レーザーの世界市場への参入を図り、
新たな応用への製品投入など産業の拡大・発展に貢献する

　図1に本プロジェクトの研究開発機関、図2に本プロジェクトの技術概要、図3に本プロジェクトの研
究開発のロードマップを示す。

図 1　プロジェクトの研究開発機関
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図 2　プロジェクトの技術概要

図 3　研究開発のロードマップ
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2. PJにおける知財戦略プロデューサー（知財PD）派遣前の知的財産に関する状況

　知的財産の取得・管理の実務は参画研究機関の知的財産部門がそれぞれで担当しているが、それらを総
合的かつ戦略的に運用する人材がおらず、プログラムマネージャー（PM）（以下、本資料ではプロジェ
クトリーダー（PL）という。）を議長とする知的財産運営委員会（構成は、各PI（Principal Investigator 
研究代表者）、知財担当PM補佐）における協議によって、随時対応していた。

3. PJから創出される研究開発成果の社会実装に向けた構想・事業化のシナリオ等

　レーザープラズマ加速の社会実装の姿として、以下を目標としている。
　・超小型のレーザー粒子加速器を、学術・産業・医療など広範な分野で活用
　・最先端レーザー加速器を備えたプラットフォームの整備とユーザー利用

　POC（概念実証、Proof-Of-Concept）・ステージ3（2024 ～ 26年度）の具体的目標
　1）電子加速：�10 keV領域XFELに必要な電子ビームの発生・加速シミュレーション + 要素技術の検証、

入射器の高度化・応用
　2）	 イオン加速： 4 MeV/u の C6+ 炭素イオン入射器の実証
　3）	 レーザー： 加速用レーザーシステム設計、要素技術の更なる展開

　本プロジェクトでは、電子加速、イオン加速とレーザー開発の3ユニットが協力して研究開発を実施し
ており、社会実装のスタイルは各ユニットで異なっている。電子加速、イオン加速においては、協力機関

（企業）と共同研究を実施し、それぞれの開発拠点においてプロトタイプ機や実証機を製作することを念
頭に開発している。電子加速においては、大学、企業等にプラットフォーム等の施設開放を、イオン加速
においては、実証機による試験を経て2030年の実用化を目指している。一方、レーザー開発はさまざま
な製品に応用可能な基盤技術であり、多くの会社へのライセンスが見込まれることから、レーザー開発に
おいてはコンソーシアムを設立して活動を行っている。
　なお、本プロジェクトにおいては、年度あたり総研究開発費（JSTからの委託研究開発費および民間企
業等からの導入資金）の20%以上を民間企業等から資金導入することが求められており、本プロジェク
トに資金を提供する民間企業等との間で、知的財産に関する共同知財協定を締結し、開発を推進している。
　以下に、本プロジェクトのロードマップを示す（図4）。

図 4　プロジェクトの開発ロードマップ
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84. 支援実績の内容・頻度・成果の概要、支援活動の総括

【2024年度】
1）�電子ビーム創薬医療応用について、放射線治療装置のメーカー別の特許情報調査、特許分析、市場・

技術動向調査を行った。
2）�電子ビーム創薬医療応用について、プロドラッグのメーカー別の特許情報調査、特許分析、市場・技

術動向調査を行った。
3）�電子ビーム創薬のパートナー企業（医薬品メーカー、放射線治療装置メーカー）候補を探索し、候補

結果を報告した。
4）�電子加速のFIP、BIPまとめ、特許評価、
　　－�特許出願については、PCT出願1件、PCT出願後の各国移行（US,EP,JP各1件）を行った。
5）�イオン加速のC6レーザー加速入射器に関するFIP評価、他社特許調査を行った。特許出願は1件であ

る。
　　－「デブリシールド外国特許検索、国内特許要約」を報告した。

【2025年度】
1）（電子加速1）電子ビーム創薬関係のPOCに関する知財/市場・技術動向調査の更新を行った。
2）�（電子加速2）創薬以外の電子ビーム応用分野の特許、技術動向、市場調査を行った。TiSaレーザー

の技術・メーカー動向調査を行った。
3）（電子加速）FIPの整理更新、FIP、BIPの特許評価を更新した。
4）（電子加速）電子ビーム創薬のパートナー企業（放射線治療装置/医薬品メーカー）候補先を選定した。
　　－�「2025年更新版ー放射線治療装置、医薬品メーカーの候補先」を提出した。
5）（イオン加速）Cイオン源、イオン入射器のPOCの特許調査、技術動向・市場調査を行った。
6）（イオン加速）FIP、BIPの整理、およびFIP、BIPの特許評価（更新）を行った。
7）（イオン加速）Cイオン源、イオン入射器（第5世代量子メス）のパートナー企業候補を選定した。
8）�プロジェクト終了後の管理、運用について、電子加速、イオン加速、レーザー技術の各テーマのプロジェ

クト終了後の知財マネジメント方針を策定した。
9）特許出願支援を行った。
　　－イオン加速デブリシールド関係特許出願1件
　　－粒子線活性化プロドラッグ1件
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5. 知財PDの主な支援活動内容

　図5に示す知財戦略PDの支援活動項目のうち、本プロジェクトにおいて支援した項目（黄色マーク）
について以下に説明する。

図 5　知財 PDの主な支援活動内容

1．知財情報調査、分析
（1）電子ビーム創薬医療応用における放射線治療装置
【2024年度】
⃝�電子ビーム創薬医療応用について、放射線治療装置のメーカー別の特許情報調査、特許分析、市場・技

術動向調査を行った。
⃝�放射線治療装置メーカーとして、A社、E社、V社、H社、T社（一部では、S社）を、CPD、LENS、

Orbit　Intelligenceの検索ソフトにより、解析、比較した（図6）。一部には、発明の名称、要約から、
新しい特許解析手法（BERT文章ベクトル可視化、BERT特許俯瞰図（図7）、LDAトピック分析、
BERTopic分析）を取り入れ、分析した。
⃝�放射線治療装置メーカーの市場・技術動向では、”RADIOTHERAPY INDUSTRY RESEARCH REPORT 

2024（APO Research）”、2024年版 放射線治療市場の中期展望（iNat事業購入）のサーチレポー
トを参考に、各装置機器メーカーの技術、製品動向、グローバル及び国内マーケットについて、調査し
た（図8）。
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図 6　放射線治療装置メーカーのテクノロジーランドスケープマップ

図 7　BERT 特許俯瞰マップ（特許要約から抽出）
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図 8　世界の放射線治療装置のメーカー別シェア（2023年）

（出典：RADIOTHERAPY INDUSTRY RESEARCH REPORT 2024,APO Research）

【2025年度】
⃝�（電子加速1）電子ビーム創薬関係のPOCに関する知財/市場・技術動向調査を更新した。
　－レーザー駆動放射線治療装置の技術動向と主要特許調査を行った（表1）。
⃝�（電子加速2）創薬以外の電子ビーム応用分野の特許、技術動向、市場調査を行った。TiSaレーザーの

技術・メーカー動向調査を行った。
　－�レーザー駆動によるミューオン生成の主要特許調査を行った（表2）。⇒レーザー航跡場加速

（LWFA）、超高密度水素（UDH）方式、ミューオン触媒核融合（μCF）がある。

表 1　レーザー駆動放射線治療装置の主要プレイヤー
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表 2　レーザー駆動ミューオン科学における主要プレイヤー

（2）電子ビーム創薬医療応用について、プロドラッグ
【2024年度】
⃝�電子ビーム創薬医療応用について、プロドラッグのメーカー別の特許情報調査、特許分析、市場・技術

動向調査を行った。
⃝�特許調査については、日本の製薬メーカーをメインと考え、国内特許を中心に、検索・分析した（図9）。

また、プロドラッグ活性化機構が類似の放射線活性化型プロドラッグの外国・国内特許、電子ビーム活
性化型ADC（抗体薬物複合体）、リンカーの外国特許についても、調査した。プロドラッグ自体は、
2012年以降、出願は少なく、枯れた技術であると思われる。
⃝�国内、国外の製薬メーカーについては、売上高、主要製品等の動向を調査した。

図 9　プロドラッグの FI：A61P ＊のトップ 10出願人リスト
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【2025年度】
⃝�放射線活性化プロドラッグ特許調査を実施した（表3）。
⃝�プロドラッグの特許検索、特許解析の更新⇒前回と変更なし。

表 3　放射線活性化型プロドラッグの基本特許リスト

（3）イオン加速
【2025年度】
⃝�（イオン加速）Cイオン源、イオン入射器のPOCの特許調査、技術動向・市場調査を行った。
　－�重粒子線治療装置の特許動向（図12、図13）、市場動向（図11）、治療施設の動向（表4 ～表6）

と主要特許まとめ⇒東芝、日立で、世界市場占有率、約60％。中国は、今後、計画中の重粒子線治
療装置施設も多く、市場拡大有り（現状～ 12%）。東芝は、超伝導ガントリー特許を多く保有し、日
立は、高精度スキャンニングシステムが強い。

　－�イオン入射器、レーザーイオン源の特許検索（図10）⇒レーザーイオン源は東芝、イオン入射器は、
日立の出願が多い。

　－重粒子線治療装置におけるカーボンイオン源および入射器の技術動向調査を行った。

図 10　特許出願人ランキング（レーザーイオン源、イオン入射器）
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表 4　重粒子線治療施設（稼働中）リスト

表 5　重粒子線治療施設（建設中）リスト
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表 6　重粒子線治療施設（計画中）リスト

図 11　世界の重粒子線治療装置のプレイヤー別市場売上高、市場シェア

「出典：Global Heavy Ion Therapy Technology Supply, Demand and Key Producers, 2025-2031, Global Info Research）

図 12　重粒子線治療装置の特許出願推移、出願人ランキング
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図 13　重粒子線治療装置の特許出願 Landscape3 次元特許マップ

2．顧客セグメント・研究資金・試作品の検討、パートナー企業探索
【2024年度】
⃝�電子ビーム創薬のパートナー企業（医薬品メーカー、放射線治療装置メーカー）候補を探索し、候補結

果（表7）を報告した。（放射線治療装置のメーカー別の特許情報調査・特許分析、市場・技術動向調査、
プロドラッグのメーカー別の特許情報調査・特許分析、市場・技術動向調査より、候補結果を選定した）。

表 7　電子ビーム創薬のパートナー企業候補

【2025年度】
⃝�放射線治療装置、医薬品メーカーの候補先の更新を行った。⇒前年度から変更はない。
⃝�（イオン加速）Cイオン源、イオン入射器（第5世代量子メス）のパートナー企業候補を選定した（表8）。
　重粒子線治療装置の特許動向、市場動向と主要特許まとめから、T社は、超伝導ガントリー、レーザー
イオン源の特許を多く保有している。
　現在、量子メス実証機の「第4世代量子メス棟」を建設中で、その主要パートを担当する企業が明確に
なっている。
　S社は、「マルチイオン源」のイオン入射装置の開発を担当している。現プロジェクト（第5世代量子
メス）でも、K社と共同で、レーザーイオン入射器の開発を担当しており、現在、想定しているパートナー
企業は、現プロジェクト参加のS社、K社、総合プロデュースとしてT社である。
　問題は、大型レーザー装置で、6J/pulse（数十fs、10Hz）のレーザーは、海外製しかなく、これを製
造できるポテンシャルの日本企業として、E社（又は、H社）等の参入が必要かと思われる。
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表 8　イオン加速のパートナー企業候補

3．特許ポートフォリオや特許網の構築
【2024年度】
⃝�電子加速のFIP、BIPまとめ、特許評価、特許出願支援を行った。
⃝�イオン加速のC6レーザー加速入射器に関するFIP評価、他社特許調査を実施した。

【2025年度】
⃝�電子加速のFIP、BIP更新、特許評価、特許出願支援１件を行った。
⃝ �QST-FIP（イオン入射器、レーザーイオン源）の特許に関する特許性評価を行い、障害がないことを

確認した。
⃝�特許出願支援1件を行った。

表 9　FIP 出願件数：（）内は登録件数（2026年 3月時点）

表 10　本プロジェクトの特許出願推移
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図 14　プロジェクトの FIB、BIP まとめ　（件数は、ファミリー単位）

4．プロジェクト終了後の管理・運用・活用方針の策定
【2025年度】
⃝�プロジェクト終了後の知財管理方針を作成し、提出した。
　－�国家プロジェクト終了後の知財マネジメントについては、現状、以下のパターンが考えられる（表

11）。

表 11　プロジェクト終了後の知財マネジメントパターン別比較評価表

⃝�現プロジェクトでは、プロジェクト終了時のPOCの段階は、未だ社会実装の開始にも到達せず、上の
パターンを考慮すると、

　「G. 後継PJ接続型」が、最良の選択と思われる。しかし、後継PJが未定の場合、
　「A. 受託機関維持型」になるが、 プラットフォーム（PF）を整備し、ユーザー開拓により、企業へのラ
イセンス活動を推進する事が必要となる。
　⇒現時点で確定ではないが、以下の後継プロジェクトへの移管を想定している（表12）。
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表 12　PJ 終了後の知財マネジメントの形態 

6. PJ終了後の社会実装に向けた構想・事業化シナリオ等の実現に向けた準備状況

【2024年度】
⃝ �POCの社会実装に向けて、電子加速、イオン加速については、本プロジェクトの後継プロジェクトの

探索を行った。
　－電子加速（播磨）： PF整備、応用技術開発、ユーザー開拓（研究者企業）
　－電子加速（阪大産研）： 改修建屋後の量子ビーム創薬PF立上げ、企業誘致
　－イオン加速（関西研）： 量子メスとの連携、PF整備、新分野のユーザー開拓
　－レーザー： 加速用次世代レーザーシステムの検討、要素技術の展開
　－多くの知財は、後継プロジェクトに継承予定（表13）

表 13　プロジェクト終了後の知財管理

【2025年度】
⃝ �POCの社会実装に向けて、電子加速、イオン加速については、本プロジェクトの後継プロジェクトへ

の移管を想定し、探索を行った。
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87. 今後の課題、活動方針、PJ終了時までの目標

【2024年度】
⃝ �POCに向けて、各テーマに即した知財活動支援を行う。
　－電子加速：更なるコア特許出願、周辺特許出願の促進
　－イオン加速：イオン入射器の侵害確認調査等

【2025年度】
⃝�社会実装に近い特許出願支援、周辺特許網構築の特許出願支援を行う。
　－（イオン加速）社会実装で重要なデブリシールド関連の特許支援
　－（電子加速）プロドラッグ関係の周辺特許網構築の特許支援
⃝ �FIPの整理、更新、特許性評価を行う。
⃝�プロジェクト終了後の知財管理方針を作成する。

8. PJリーダーの評価及び見解

佐野 雄二プロジェクトリーダー

1．PJリーダーによる、知財PDの支援活動及びPJ内の知的財産の取組・実績の評価

　継続的な知財PDの支援活動により、レーザープラズマ加速技術とその応用に関する知財
の現状を的確に把握できる状況となり、今後の研究開発の方向性の議論や特許出願戦略を検
討する上で重要な指標となっている。加えて、より広範な調査・分析結果は、新規プロジェ
クトの提案活動において大いに参考になっている。今後も支援活動の継続を希望したい。

2．「今後の課題、活動指針、PJ終了時までの目標」に対するPJリーダーの見解

　これまでの活動成果に基づいて、本プロジェクトのPOC達成に向けた知財支援活動を
継続いただくことは重要である。次年度は、10年プロジェクトの最後の仕上げの年となり、
各研究開発成果の評価、他技術の動向調査結果、知財PDからの助言、提案などをHQおよ
び関係者と共有し、知財から見た後継プロジェクトのあり方（ファンド、開発部隊他）に関
する提案、議論をさらに深めてほしい。特に、プロジェクト終了後の知財管理のあり方につ
いて、具体的な提言をお願いしたい。
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